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１１１１．．．．事業事業事業事業のののの概況概況概況概況    

    

当事業年度における世界経済は、米国が堅調に推移し、欧州にも持ち直しの兆しが見ら

れたものの、中国などの新興国経済の減速により、総じて成長は緩やかなものとなりまし

た。わが国経済は、政府などの政策効果などを背景として、内需を中心に緩やかな回復が

続きました。 

情報通信市場においては、ブロードバンド化・グローバル化の進展、固定と移動の融合、

クラウドコンピューティング（※1）やテレビのスマート化の進展、スマートフォン・タブ

レット型端末等の高速無線・Ｗｉ－Ｆｉ（※2）対応端末の浸透、無料の通話やメッセージ

通信を実現するアプリケーションの普及等により、従来の枠組みを超えた構造変化が進展

しております。 

地域通信市場においても、光化を中心としたブロードバンドサービスでの設備競争およ

びサービス競争の激化に加え、多様な無線端末を利用した新たなサービスの拡大、それに

伴うお客様の利用用途の多様化、データ通信量の増加によるオフロード（※3）ニーズの伸

長など、大きく変化しております。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境の中で、情報通信産業の責任ある担い

手として、各種法令および社会規範の遵守はもとより、公正競争条件の厳格な確保に努め

るとともに、経営基盤の安定・強化を図りつつ、良質かつ安定的なユニバーサルサービス

の提供、大規模自然災害等の際の迅速な復旧をはじめとした社会的インフラとしての信頼

性の確保に努めてきました。 

また、平成 24 年 11 月に日本電信電話株式会社が策定したＮＴＴグループ中期経営戦略

「新たなステージを目指して」の実現に向け、新しいサービス・商品の提供ならびにお客

様にとって“使いやすい”・“より長くご利用いただける”料金メニューの提供等を通じて、

ブロードバンド・ユビキタス環境の充実と光アクセスサービスの利用層拡大に努めてきま

した。 

 

① 光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

ブロードバンドサービスにおける競争が激化する中、「フレッツ光」（※4）の普及拡大や

継続利用の促進、また、Ｗｉ－Ｆｉ対応端末をご利用中のお客様ニーズへの対応に向けて、

新たなサービスの提供を開始しました。 

「フレッツ光」については、平成 13 年の「Ｂフレッツ」提供開始以来、サービスの高速
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化・低廉化やラインナップの拡充、各事業者様とのアライアンス等に積極的に取り組むこと

で光の利用シーンの拡大に努め、平成 25年 10月 12 日に 1,000 万契約を突破しました。 

ⅰ．新たに「フレッツ光」をご契約いただくお客様を対象とした過去最大級の割引キャンペ

ーン「思いっきり割」については、平成 24 年 12 月の開始以降、平成 26年 1 月末まで継

続実施するとともに、平成 25年 10月以降については、「フレッツ 光ライト ファミリー

タイプ」を対象サービスに追加しました。 

加えて、単身世帯の家族間コミュニケーションを支援する取り組みとして、「フレッツ

光」の請求グループ毎に月額利用料金を割引く「単身＆かぞく応援割」の提供を開始しま

した。 

また、法人のお客様ニーズにお応えするため、通信が混み合っている場合でも安定的

な通信を可能とし、高速・高品質な通信を実現する帯域優先型の「フレッツ光」の新サー

ビス「フレッツ 光ネクスト プライオ」の提供を一部地域で開始しました。 

ⅱ．スマートテレビの普及に向けては、株式会社Ｔ-ＭＥＤＩＡホールディングス様が提供

する映像配信サービス「ＴＳＵＴＡＹＡ ＴＶ」（※5）を、当社の｢フレッツ光｣を通じて

ご利用できるスマートテレビ端末「ＴＳＵＴＡＹＡ Ｓtick」（※6）の提供を開始しまし

た。これにより、自宅のテレビでお好みの映画やドラマ等がインターネットを通じ手軽に

視聴できるようになりました。 

ⅲ．パソコン・スマートフォン・タブレット等に保存した写真・動画等の各種データをイン

ターネット経由でオンラインストレージ（※7）に保存・共有したり、データを予め設定

した周期で自動バックアップする「フレッツ・あずけ～る」の提供を開始しました。これ

により、屋内外のＷｉ－Ｆｉ等を経由し、外出先のモバイル端末からも保管データの共

有・閲覧ができるようになるなど、利便性向上を推進しました。 

ⅳ．店舗向けクラウドサービスとして、レジ売上管理や会計をタブレット活用により実現す

るタブレットＰＯＳ（※8）サービス「ラクレジ」の提供を開始しました。これにより、

これまでの据え置き型ＰＯＳレジ専用端末に比べ低価格・省スペースでＰＯＳ導入ができ

るようになり、加えてタブレットならではの直感的な操作性も実現するなど、利便性向上

を推進しました。 

また、多様なＰＯＰ広告（※9）の展開を支援するデジタルサイネージサービスとして、

映像・画像を活用したコンテンツや情報が、タブレットにタイムリーに表示できる「ラク

ＰＯＰボード」の提供を開始しました。 
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ⅴ．スマートフォン・タブレット等の普及を受け、山梨・東北全域の自治体や官庁等と協同

し、観光地や商業地において外国人観光客にも対応したＷｉ－Ｆｉ環境を整備しました。

これにより、観光施設や店舗・宿泊施設が発信する情報を外国人観光客等が入手できるよ

うにするなど、利便性向上を推進しました。また、株式会社リクルートライフスタイル様

と協力し、日本有数の観光地である箱根において観光客向けに無料アプリ「たびな～び 箱

根」をトライアル展開しました。ジオフェンス機能（※10）により観光客は自分のいる場

所に応じた観光情報や特典をスマートフォンを用いて自動取得でき、旅のプランやすきま

時間がより充実する新しい旅の楽しみ方ができるようになりました。一方、観光地や店舗

にとっては、観光客を店舗・宿まで誘導できるなど、新しい誘客の仕組みを実現しました。 

ⅵ．インターネットを通じた買い物が日常生活に浸透してきたことを受け、幅広い年代の方

が安心・便利にネットショッピングをご利用できる「フレッツ光おトクマーケット」を「フ

レッツ光」ご利用のお客様を対象とした会員制プログラム「フレッツ光メンバーズクラブ」

のサイト内に開設しました。これにより、会員のお客様は、協賛企業様が提供する日常生

活に関わる商品を特別価格やお得な特典付きで購入できるようになり、また、当社のオペ

レーターが購入支援等をサポートすることで、初心者も安心してネットショッピングをご

利用できるようになりました。 

 

② ソリューションビジネスの取り組み 

自治体・医療・教育等の分野に対し、業界の特性や動向を踏まえた業界特化型のソリュ

ーションを中心に、ＩＣＴ（※11）利活用の推進により地域のお客様に喜んでいただける

よう、営業活動を展開しました。 

ⅰ．自治体等の分野については、大規模災害時等に職員等の安否状況が確認できる「Biz ひ

かりクラウド 安否確認サービス」の提供を開始しました。本サービスは、東日本大震災

発生時の大量アクセスなどにも安定稼動した実績あるアプリケーションを採用するとと

もに、震度６強の地震に耐えうる当社データセンターに設置した Biz ひかりクラウド基盤

から提供することで、大規模災害時も安否確認や緊急連絡が安心して行えるようになりま

した。 

ⅱ．医療分野については、患者の治療を病院・診療所間で一体的に行う地域医療連携が重

要になってきていることを踏まえ、診療所向けの電子カルテサービス「Biz ひかりクラ

ウド Future Clinic 21 ワープ」の提供を開始しました。これにより、初期導入費用を

抑えつつ、手書き感覚の自由な操作性で簡単に電子カルテをご利用できるようになりま
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した。加えて、電子カルテデータをデータセンターで一元管理・保管することで災害対

策や危機管理上の備えになるなど、診療所等の利便性向上を推進しました。 

ⅲ．教育分野については、小中学校の教職員が行う膨大な校務事務の負担軽減に向け、以

前より校務支援システムの導入、運用および保守をトータルでサポートしてきましたが、

ご利用いただいたお客様からの要望を踏まえ、小中学校向け校務支援サービス（※12）

「Biz ひかりクラウド おまかせ校務」の提供を開始しました。校務支援サービスをク

ラウド型で提供することにより、初期導入費用の低廉化、システム納期の短縮化を実現

し、より手軽にサービスをご利用できるようになりました。 

また、大学分野で基幹システムとして使用されている学務システム（※13）について

は、システム運用の負担軽減、コスト削減、ＢＣＰ対策の観点からクラウド化へのニー

ズが高まっており、当社はその実現に向けて、学務システム主要ベンダーである日本シ

ステム技術株式会社様、株式会社システムディ様、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

九州様の３社と、クラウド化推進を目的とした協業に合意しました。 

ⅳ．中堅中小企業向けサポートサービス「オフィスまるごとサポート」の新たなラインナ

ップとして、「フレッツ光」以外のインターネット接続回線をご利用のお客様向けに「IT

サポート type Ｉ」を、複合機をご利用のお客様向けに「複合機おまかせサポート」の

提供を開始しました。 

 

③ 事業運営体制の状況 

事業運営体制については、急速に変化する市場環境・経営環境に対応し、タイムリーか

つお客様ニーズに即したサービス提供や新たなビジネス市場の創出、更なる効率的な事業

運営等を推進するため、平成 25年 7月に本社組織の見直しを行いました。 

見直しの主な内容としては、急速な環境変化等に対応する観点から、市場別サービス開

発体制を見直し、コンシューマ・ビジネスユーザ向けサービスについて開発からマーケテ

ィング（プレセールス）までを一体的に所掌する「ビジネス開発本部」を設置するととも

に、更なる営業力強化・生産性向上を図る観点から、マスユーザ・ＳＯＨＯ向けのサービ

ス販売等を所掌する「営業推進本部」、ビジネスユーザ向けのサービス販売・ソリューショ

ン営業等を所掌する「ビジネス＆オフィス営業推進本部」、ネットワーク設備の開発・設計・

構築・保守等を所掌する「ネットワーク事業推進本部」の 4 本部体制に再編しました。 
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④ ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

情報通信サービスの提供を通じて、地球環境に優しく、社会の健全で持続的な発展に寄

与していくことを企業の社会的責任と考え、ＣＳＲ活動をＮＴＴ東日本グループにおける

事業運営の重要な柱の一つと位置づけ、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成 18年 6月制定）

を基本に、法令等遵守や環境負荷低減に向けて取り組みました。 

ⅰ．コンプライアンスの徹底、公正競争の確保、個人情報保護、適正な広告表示、労働者

派遣をはじめとした各種法令等の遵守に向けては、これまで、継続的に社員の意識啓発

等に取り組んできたところですが、平成 25年 12 月に、「日本電信電話株式会社等に関す

る法律」における収賄容疑で当社社員が逮捕・起訴されたことから、契約業務に関わる

チェックの強化や社員の意識啓発等に一層努めるなど、再発防止に徹底して取り組みま

した。 

ⅱ．節電に向けた取り組みとして、通信設備の電力については、通信サービスの確保を前

提としつつ、昨年度と同様、最大限可能な範囲で節電に取り組みました。オフィスの電

力については、これまでの節電施策に加え、シンクライアントシステムの導入拡大や照

明のＬＥＤ化を実施し、更なる節電に取り組みました。 

ⅲ．情報通信のリーディングカンパニーに相応しいＣＳＲ活動の展開に向けては、「ＮＴＴ

東日本グループがめざしていく姿」の設定、理念としての「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」

の更なる浸透およびＣＳＲ活動における重要テーマ毎に設定した「ＫＰＩ」（※14）に基

づくＰＤＣＡサイクルの実践等の取り組みを展開しました。あわせて、これらのＮＴＴ

東日本グループにおけるＣＳＲの取り組みについて、新たに「ＣＳＲ活動フレーム」と

して体系的に整理しました。 

ⅳ．これらＣＳＲの取り組みについて、「ＮＴＴ東日本グループＣＳＲ報告書２０１３」を

発行する等、ステークホルダーへの情報開示にも積極的に取り組みました。 

 

⑤ 東日本大震災からの本格復旧および信頼性向上に向けた取り組み 

ⅰ．東日本大震災からの本格復旧に向けては、津波被害を受けた通信ビルの高台移転など

信頼性レベルを更に向上させる取り組みを進めてきました。 

ⅱ．このほか、首都直下地震等の発生に備え、自治体や自衛隊、ＮＴＴグループ等と共同

で防災訓練を実施するなど、更なる連携強化と災害対処能力の向上を図りました。 
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⑥ 営業収益等の状況 

以上の取り組み、およびコスト削減を行い、営業収益は1兆 7,738億円（前年同期比 3.2％

減）、営業利益は 667億円（前年同期比 2.5％増）、経常利益は 917億円（前年同期比 3.2％

増）、当期純利益は 539億円（前年同期比 2.1％増）となりました。 ※1：データやソフトウェア等がネットワーク上にあるサーバー群にあり、ユーザは今までのように自分のコンピュータでデータを加工・保存することなく、「どこからでも、必要な時に、必要な機能だけ」利用することができる新しいコンピュータ・ネットワークの利用形態。 ※2：Wireless Fidelity の略。無線 LAN 機器が、他の機器と問題なく接続できる互換性を備えていることを認定するブランド名。現在では Wi-Fi に対応した機器同士による無線 LAN 環境自体を示した用語としても使用。 ※3：他のシステムに処理を分けることで、あるシステムに対する負荷を軽減させる仕組みのひとつ。 ※4：「フレッツ 光ネクスト」、「Ｂフレッツ」、「フレッツ 光ライト」および、「フレッツ光 WiFi アクセス」の総称。 ※5：HD 画質の映像コンテンツを配信する VOD（ビデオ・オン・デマンド）および EST（エレクトロニック・セル・スルー）サービス。 ※6：テレビの HDMI 端子に接続することで VOD サービス「TSUTAYA TV」にアクセス可能となるスティック型 STB（セット・トップ・ボックス）。 ※7：インターネット上でファイル保管用のディスクスペースを貸し出すサービス。 ※8：Point of sales の略。店舗で商品を販売するごとに商品の販売情報を記録し、集計結果を在庫管理やマーケティング材料として用いるシステム。 ※9: Point of purchase advertising の略。小売店の店頭に置いたり、商品につけたりする広告。ポスターや価格カード、店内のディスプレイなど。 ※10: スマートフォンを持っている人が地理上の境界線内に入ると、情報を受信したり、ポイントを取得したりといったダイナミックな情報取得を可能にする機能。 ※11：Information and Communication Technology の略。情報通信技術を表す言葉。 ※12：小中学校の教職員の方々が職員室で行う事務処理を ICT化し、これまで手書きでやり取りしていた情報資産（児童生徒情報や成績情報等)のデータベース化により業務の一元化を図り、業務効率を向上させるシステム。 ※13：大学の学籍情報や学生の成績管理等、大学の業務に必要な処理を一元的に管理するシステムの総称。 ※14：Key Performance Indicator の略。重要業績評価指標。目標の達成度合いを計る定量的な指標のこと。    



(単位　百万円)資産の部　固定資産　　電気通信事業固定資産　　　有形固定資産　　　　機械設備 ４８４，１１２ ４７４，５５４ △ ９，５５７　　　　空中線設備 ４，６４３ ４，３２５ △ ３１７　　　　端末設備 ５５，００６ ４５，７５６ △ ９，２４９　　　　市内線路設備 ８４６，８１４ ８６２，３１５ １５，５００　　　　市外線路設備 ４，６０８ ４，１０７ △ ５００　　　　土木設備 ６２１，３３９ ６１２，４０５ △ ８，９３４　　　　海底線設備 １，５２０ １，４２１ △ ９８　　　　建物 ４５５，５８６ ４３８，１３７ △ １７，４４８　　　　構築物 １６，６２５ １６，８０７ １８１　　　　機械及び装置 ４，８６０ ４，０６２ △ ７９７　　　　車両及び船舶 ４６３ ３２２ △ １４１　　　　工具、器具及び備品 ４１，９６２ ４０，７４５ △ １，２１６　　　　土地 ２０３，５５３ １９７，０２６ △ ６，５２７　　　　リース資産 ５４６ ４７５ △ ７０　　　　建設仮勘定 ３６，０９７ １９，８８５ △ １６，２１１　　　　有形固定資産合計 ２，７７７，７４０ ２，７２２，３４９ △ ５５，３９０　　　無形固定資産 ９２，１０８ ８８，３８６ △ ３，７２２　　　電気通信事業固定資産合計 ２，８６９，８４８ ２，８１０，７３６ △ ５９，１１２　　投資その他の資産　　　投資有価証券 ７，３８６ ８，２３１ ８４５　　　関係会社株式 ４８，２５３ ４８，２５３ －　　　その他の関係会社投資 ４，３１２ ４，０８９ △ ２２２　　　出資金 ４５８ ３４３ △ １１５　　　長期前払費用 ４，２３０ ４，１１４ △ １１５　　　前払年金費用 ５，２１５ １３，５７６ ８，３６１　　　繰延税金資産 １３５，０８３ １３０，５０９ △ ４，５７４　　　その他の投資及びその他の資産 ５，７１２ ４，７７１ △ ９４１　　　貸倒引当金 △ ８９８ △ １，０３０ △ １３２　　　投資その他の資産合計 ２０９，７５４ ２１２，８５９ ３，１０４　　固定資産合計 ３，０７９，６０２ ３，０２３，５９５ △ ５６，００７　流動資産　　現金及び預金 ５９，２２３ ２５，７６５ △ ３３，４５７　　受取手形 ７ １７１ １６３　　売掛金 ２６１，４００ ２３８，９９９ △ ２２，４０１　　未収入金 １１０，０１７ １１３，９５３ ３，９３６　　有価証券 １０ － △ １０　　貯蔵品 ３６，２０６ ３３，８５２ △ ２，３５３　　前渡金 １，９１１ １，６１６ △ ２９４　　前払費用 ７，９４４ ７，２３７ △ ７０７　　繰延税金資産 ７，６５９ ５，５４１ △ ２，１１８　　預け金 ７６，５８８ ９１，５３４ １４，９４５　　その他の流動資産 １１，１０１ １３，９２０ ２，８１９　　貸倒引当金 △ １，８２６ △ ６２２ １，２０４　　流動資産合計 ５７０，２４３ ５３１，９６９ △ ３８，２７３　資産合計 ３，６４９，８４６ ３，５５５，５６５ △ ９４，２８１

（平成25年３月31日） （平成26年３月31日） ２ ２ ２ ２．．．．比較貸借対照表 比較貸借対照表 比較貸借対照表 比較貸借対照表 科 目 第 14 期 第 15 期 増 減 ( △ )
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(単位　百万円)負債の部　固定負債　　関係会社長期借入金 ５７６，１９５ ５４８，７７５ △ ２７，４２０　　リース債務 １，１１４ ９８７ △ １２６　　退職給付引当金 ２２２，４６９ ２３１，３２８ ８，８５８　　ポイントサービス引当金 ６，６５８ ７，０７４ ４１５　　未使用テレホンカード引当金 １２，６４７ １１，０８２ △ １，５６５　　環境対策引当金 － ４，５１１ ４，５１１　　資産除去債務 ６０２ １，１１０ ５０７　　その他の固定負債 １０，７４２ ８，６１３ △ ２，１２８　　固定負債合計 ８３０，４３０ ８１３，４８３ △ １６，９４６　流動負債　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １６８，１５５ １２７，４２０ △ ４０，７３５　　買掛金 ９３，５９７ ７７，２４６ △ １６，３５１　　リース債務 ５３８ ４８２ △ ５６　　未払金 ２４６，９３５ ２１２，５３９ △ ３４，３９５　　未払費用 １５，５５１ １４，９５１ △ ６００　　未払法人税等 ７，６８１ ５，７４６ △ １，９３５　　前受金 ５，９９７ ５，３００ △ ６９７　　預り金 １２９，２１１ １２５，４９１ △ ３，７２０　　前受収益 ２８７ ３７４ ８７　　資産除去債務 － １４９ １４９　　その他の流動負債 ３，１７３ ３，１２３ △ ５０　　流動負債合計 ６７１，１３２ ５７２，８２６ △ ９８，３０６　負債合計 １，５０１，５６３ １，３８６，３１０ △ １１５，２５３純資産の部　株主資本　　資本金 ３３５，０００ ３３５，０００ －　　資本剰余金　　　資本準備金 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －　　　資本剰余金合計 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －　　利益剰余金　　　その他利益剰余金　　　　特別償却準備金 ２，９９７ ２，６４８ △ ３４９　　　　圧縮積立金 ９，９０１ １１，４０５ １，５０３　　　　繰越利益剰余金 ３００，３８４ ３１９，６８６ １９，３０１　　　利益剰余金合計 ３１３，２８４ ３３３，７４０ ２０，４５６　　株主資本合計 ２，１４８，０１１ ２，１６８，４６７ ２０，４５６　評価・換算差額等　　その他有価証券評価差額金 ２７１ ７８７ ５１５　　評価・換算差額等合計 ２７１ ７８７ ５１５　純資産合計 ２，１４８，２８３ ２，１６９，２５５ ２０，９７１負債・純資産合計 ３，６４９，８４６ ３，５５５，５６５ △ ９４，２８１

科 目 （平成25年３月31日） （平成26年３月31日）第 14 期 第 15 期 増 減 ( △ )
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(単位　百万円)科 目電気通信事業営業損益　営業収益 １，６８９，２３８ １，６３０，５２３ △ ５８，７１５　営業費用　　営業費 ４５４，３５９ ４２３，５５２ △ ３０，８０７　　運用費 １０，２４７ ９，３９７ △ ８４９　　施設保全費 ４１１，１４６ ４０９，９７９ △ １，１６６　　共通費 ９３，４５６ ９０，６０７ △ ２，８４９　　管理費 ９６，５２１ ９０，６７９ △ ５，８４１　　試験研究費 ４９，０７１ ４５，３４１ △ ３，７２９　　減価償却費 ３７４，１１７ ３５９，０２０ △ １５，０９６　　固定資産除却費 ４３，５０４ ４５，６４５ ２，１４１　　通信設備使用料 ３２，９０６ ３１，９４４ △ ９６２　　租税公課 ７０，７６２ ７１，６５４ ８９２　　営業費用合計 １，６３６，０９１ １，５７７，８２３ △ ５８，２６８　電気通信事業営業利益 ５３，１４６ ５２，６９９ △ ４４６附帯事業営業損益　営業収益 １４２，５５９ １４３，２８６ ７２７　営業費用 １３０，６３４ １２９，２７１ △ １，３６３　附帯事業営業利益 １１，９２４ １４，０１４ ２，０９０営業利益 ６５，０７１ ６６，７１４ １，６４３営業外収益　受取利息 ５１ ７６ ２４　有価証券利息 １０ ０ △ ９　受取配当金 ２，４９４ ３，６９０ １，１９６　物件貸付料 ４３，１６６ ４４，２９６ １，１２９　雑収入 １４，４６７ ９，９６４ △ ４，５０３　営業外収益合計 ６０，１９０ ５８，０２７ △ ２，１６２営業外費用　支払利息 ８，７９２ ７，２０３ △ １，５８８　物件貸付費用 ２４，０６３ ２３，２５３ △ ８１０　雑支出 ３，５１２ ２，５３６ △ ９７６　営業外費用合計 ３６，３６８ ３２，９９３ △ ３，３７５経常利益 ８８，８９３ ９１，７４９ ２，８５６特別損失　減損損失 － ４，９０９ ４，９０９　災害特別損失 ７，９８０ － △ ７，９８０　環境対策引当金繰入額 － ３，３８２ ３，３８２　特別損失合計 ７，９８０ ８，２９２ ３１２税引前当期純利益 ８０，９１２ ８３，４５７ ２，５４４法人税、住民税及び事業税 １８，５１３ ２３，０３３ ４，５２０法人税等調整額 ９，５７７ ６，４６７ △ ３，１０９当期純利益 ５２，８２２ ５３，９５６ １，１３３

平成24年４月１日から 平成25年４月１日から第 14 期 第 15 期 ３ ３ ３ ３．．．．比較損益計算書 比較損益計算書 比較損益計算書 比較損益計算書 増 減 （ △ ）平成25年３月31日まで 平成26年３月31日まで
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前事業年度  （自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） （単位　百万円）
当期首残高 335,000 1,499,726 1,499,726 1,818 6,927 285,216 293,962 2,128,689 △ 90 △ 90 2,128,599当期変動額            剰余金の配当      △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500   △ 33,500当期純利益      52,822 52,822 52,822   52,822特別償却準備金の積立    1,672  △ 1,672     －特別償却準備金の取崩    △ 493  493     －圧縮積立金の積立     2,978 △ 2,978     －圧縮積立金の取崩     △ 4 4     －株主資本以外の項目の当期変動額（純額）         361 361 361当期変動額合計 － － － 1,179 2,974 15,168 19,322 19,322 361 361 19,684当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 2,997 9,901 300,384 313,284 2,148,011 271 271 2,148,283
当事業年度  （自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） （単位　百万円）
当期首残高 335,000 1,499,726 1,499,726 2,997 9,901 300,384 313,284 2,148,011 271 271 2,148,283当期変動額            剰余金の配当      △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500   △ 33,500当期純利益      53,956 53,956 53,956   53,956特別償却準備金の積立    242  △ 242     －特別償却準備金の取崩    △ 591  591     －圧縮積立金の積立     1,503 △ 1,503     －株主資本以外の項目の当期変動額（純額）         515 515 515当期変動額合計 － － － △ 349 1,503 19,301 20,456 20,456 515 515 20,971当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 2,648 11,405 319,686 333,740 2,168,467 787 787 2,169,255

純資産合計圧縮積立金
評価・換算差額等株主資本資本金 資本剰余金 株主資本合計資本準備金 資本剰余金合計 利益剰余金合計繰越利益剰余金特別償却準備金 利益剰余金その他利益剰余金 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

その他有価証券評価差額金株主資本資本剰余金 圧縮積立金
評価・換算差額等

繰越利益剰余金特別償却準備金 その他利益剰余金利益剰余金 評価・換算差額等合計
 ４ ４ ４ ４．．．．株主資本等変動計算書 株主資本等変動計算書 株主資本等変動計算書 株主資本等変動計算書 

資本金 資本準備金 資本剰余金合計 利益剰余金合計 株主資本合計 純資産合計
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(単位　百万円)
　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ５７９，１９６ ５１８，３４６ △ ６０，８５０ △ １０．５（再）基本料 ４１７，８５２ ３７８，０８９ △ ３９，７６３ △ ９．５（再）通話料 ４７，９３９ ４２，０４４ △ ５，８９５ △ １２．３（再）相互接続通話料 ７２，３７８ ６３，２１０ △ ９，１６７ △ １２．７　ＩＰ系収入 ８３５，８８６ ８４１，３３４ ５，４４８ ０．７　専用収入（ＩＰ系除く） １２２，７７７ １１７，２８６ △ ５，４９１ △ ４．５　電報収入 １６，１０７ １４，９５１ △ １，１５５ △ ７．２　その他の電気通信事業収入 １３５，２７０ １３８，６０４ ３，３３４ ２．５電気通信事業営業収益合計 １，６８９，２３８ １，６３０，５２３ △ ５８，７１５ △ ３．５附帯事業営業収益合計 １４２，５５９ １４３，２８６ ７２７ ０．５営業収益合計 １，８３１，７９７ １，７７３，８０９ △ ５７，９８７ △ ３．２

増　減　率（％） ５ ５ ５ ５．．．．営業実績 営業実績 営業実績 営業実績 第14期平成24年４月１日から平成25年３月31日まで 平成26年３月31日まで科 目 第15期 増　減　額（△）平成25年４月１日から
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(単位　百万円)営業活動によるキャッシュ・フロー　税引前当期純利益 ８０，９１２ ８３，４５７ ２，５４４　減価償却費 ３８６，５５４ ３７２，２８５ △ １４，２６８　固定資産除却損 ２６，３１１ ２３，０３１ △ ３，２７９　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 △ ４，９９４ ８，８５８ １３，８５３　売上債権の増加（△）又は減少額 △ ４８，１７６ １８，３０１ ６６，４７７　たな卸資産の増加（△）又は減少額 ９，３１２ ４８４ △ ８，８２７　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ ６１８ △ ２８，４３９ △ ２７，８２１　未払消費税等の増加又は減少（△）額 ７，４９１ △ ３，７２１ △ １１，２１２　その他 △ １２，３５１ ７５５ １３，１０６　小計 ４４４，４４２ ４７５，０１３ ３０，５７０　利息及び配当金の受取額 ２，５５６ ３，７６７ １，２１０　利息の支払額 △ ８，８８９ △ ７，８１０ １，０７８　法人税等の受取又は支払（△）額 ６５０ △ ２１，７７９ △ ２２，４２９　営業活動によるキャッシュ・フロー ４３８，７６０ ４４９，１９０ １０，４３０投資活動によるキャッシュ・フロー　固定資産の取得による支出 △ ４０５，２４１ △ ３６２，５４９ ４２，６９２　固定資産の売却による収入 １０，８５６ ７，６７９ △ ３，１７７　投資有価証券等の取得による支出 △ ５１０ △ １６７ ３４３　投資有価証券等の売却による収入 ５０６ ３５８ △ １４７　その他 △ ５，０１４ △ ７，３７３ △ ２，３５８　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３９９，４０３ △ ３６２，０５１ ３７，３５１財務活動によるキャッシュ・フロー　長期借入による収入 １２６，６３５ １００，０００ △ ２６，６３５　長期借入金の返済による支出 △ １４８，３３９ △ １６８，１５５ △ １９，８１６　短期借入による増減（△）額 △ ３０，０００ － ３０，０００　リース債務の返済による支出 △ １，１７６ △ ５９９ ５７７　配当金の支払額 △ ３３，５００ △ ３３，５００ －　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ８６，３８１ △ １０２，２５５ △ １５，８７３現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 △ ４７，０２４ △ １５，１１６ ３１，９０８現金及び現金同等物の期首残高 １８５，９２５ １３８，９０１ △ ４７，０２４現金及び現金同等物の期末残高 １３８，９０１ １２３，７８５ △ １５，１１６

 ６ ６ ６ ６．．．．比較比較比較比較キャッシュ・フローキャッシュ・フローキャッシュ・フローキャッシュ・フロー計算書 計算書 計算書 計算書 科 目 平成25年３月31日まで 平成26年３月31日まで 増 減 （ △ ）第 14 期平成24年４月１日から 平成25年４月１日から第 15 期
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７７７７....役役役役    員員員員    のののの    異異異異    動動動動     平成２６年６月２０日予定  （１）新任取締役候補  關   雅 夫  （営業推進本部営業部長） 矢 野 信 二  （千葉支店長） 光 山 由 一  （ビジネス＆オフィス営業推進本部オフィス営業部長） 澁 谷 直 樹  （経営企画部中期経営戦略推進室長）  （２）新任監査役候補  佐 々 木 英 治  （三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 常勤顧問） 加 川   亘  （㈱ＮＴＴドコモ 取締役常務執行役員） 三 村 尚 史  （エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノロジ㈱ 常務取締役）     （３）退任予定取締役  常務取締役       大 村 佳 久 （日本コムシス㈱ 入社予定） 取 締 役       大 坪 康 郎 （㈱協和エクシオ 入社予定） 取 締 役       江 部   努 （当社相談役 就任予定）     （４）退任予定監査役  常勤監査役       尾 﨑 幸 博 常勤監査役       蝶 野   光 監 査 役       高 瀬 充 弘  （５）代表取締役および役付取締役予定者  ①代表取締役社長予定者       代表取締役社長    山 村 雅 之  ②代表取締役副社長予定者       代表取締役副社長   中 川   裕      代表取締役副社長   岡   政 秀  ③常務取締役予定者       常務取締役      加 賀 谷  卓      取 締 役      井 上 福 造    
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（６）役員の人事の予定 委嘱日 平成２６年６月２０日  （新役職名および新委嘱・担当業務）   （氏  名）    （現役職名および現委嘱・担当業務） 
 代表取締役副社長            中川  裕     代表取締役副社長 経営企画部長                        経営企画部長 リスクマネジメント担当                   リスクマネジメント担当 総務人事担当                        総務人事担当 財務担当                          財務担当 情報セキュリティ担当                    情報セキュリティ担当 
 代表取締役副社長            岡  政秀     代表取締役副社長 ネットワーク事業推進本部長                 ネットワーク事業推進本部長 ＩＴイノベーション担当                   ＩＴイノベーション担当 相互接続推進担当                      相互接続推進担当 資材調達担当                        資材調達担当 東北復興推進担当                      東北復興推進担当 電気通信事業法施行規則に定める               電気通信事業法施行規則に定める 設備部門の長                        設備部門の長 電気通信事業法施行規則に定める               電気通信事業法施行規則に定める 情報管理責任者                       情報管理責任者 
 常務取締役               加賀谷 卓     常務取締役 東京支店長                         東京支店長 
 常務取締役               井上 福造     取締役 ビジネス開発本部長                     ビジネス開発本部長 
 取締役                 井伊 基之     取締役 ビジネス＆オフィス営業推進本部長              ネットワーク事業推進本部 設備企画部長 
 取締役                 阪本 作郎     取締役 営業推進本部長                       営業推進本部長 営業推進本部販売企画部長兼務                営業推進本部販売企画部長兼務 
 取締役                 山本 康裕     取締役 ビジネス＆オフィス営業推進本部               ビジネス＆オフィス営業推進本部 副本部長                          副本部長 ビジネス＆オフィス営業推進本部               ビジネス＆オフィス営業推進本部 ビジネス営業部長兼務                    ビジネス営業部長兼務 
 取締役                 髙橋 正行     取締役 ネットワーク事業推進本部                  ネットワーク事業推進本部 サービス運営部長                      サービス運営部長 ネットワーク事業推進本部                  ネットワーク事業推進本部 高度化推進部長兼務                     高度化推進部長兼務 
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取締役                 柴田 基靖     取締役 総務人事部長                        総務人事部長 総務人事部                         総務人事部 医療・健康管理センタ所長兼務                医療・健康管理センタ所長兼務 
 取締役                 笠井 澄人     取締役 埼玉支店長                         埼玉支店長 
 取締役                 關  雅夫 営業推進本部営業部長 
 取締役                 矢野 信二 千葉支店長 
 取締役                 光山 由一 ビジネス＆オフィス営業推進本部 副本部長 ビジネス＆オフィス営業推進本部 オフィス営業部長兼務 
 取締役                 澁谷 直樹 ネットワーク事業推進本部 設備企画部長 ２０２０準備担当 
 取締役                 辻上 広志     取締役  委嘱日 平成２６年７月１日  （新役職名および新委嘱・担当業務）   （氏  名）    （現役職名および現委嘱・担当業務） 
 常務取締役               加賀谷 卓     常務取締役 東京事業部長                        東京支店長 
 取締役                 柴田 基靖     取締役 宮城事業部長                        総務人事部長 宮城事業部宮城支店長兼務                  総務人事部 東北復興推進室長兼務                    医療・健康管理センタ所長兼務 
 取締役                 笠井 澄人     取締役 埼玉事業部長                        埼玉支店長 埼玉事業部埼玉支店長兼務 
 取締役                 矢野 信二     取締役 千葉事業部長                        千葉支店長 千葉事業部千葉支店長兼務 
 （注）･当社が再任を予定している取締役のうち、辻上広志氏は社外取締役候補者です。 ･新任監査役候補の佐々木英治、加川 亘および三村尚史の３氏は社外監査役候補者です。  ･退任予定監査役は第１５回定時株主総会（６月２０日）終結時をもって辞任の予定です。 

 以  上 


